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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法に 基づいて， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 改正した 曰 
本 工業規格 である。 

これによ つて， JISB 8620: 1994 は 改正され， この 規格に 置き換えられる。 
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小形 冷凍 装置の 安全 基準 

Safety code for small refrigerating equipment 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 圧縮機 を 使用す る 小形 冷凍 装置の 冷媒 圧力に 対する 安全 を 確保す るた め， 冷 
媒 圧力 を 受ける 部分の 構造に ついて 規定す る。 小形 冷凍 装置と は， - つの 冷媒 循環系統の 呼び 冷凍 能力が 

767 W 以上， 19.3 kW 未満の 冷凍 装置で， 温度 35で において 飽和蒸気 圧力が 0.2 MPa を 超え， 3 MPa 以下 
の 実用的な 不燃性 かつ 非 毒性の 冷媒を 使用す る 冷凍 装置 をい う。 ただし， 次に 示す もの を 除く。 

a) 蒸気 温度 一 60で 以下で 使用す る 冷凍 装置 

b) 多元 冷凍 方式 を 使用す る 冷凍 装置 
C) 自動車 用 エアコン ディ ショナ 

備考 冷媒 圧力 単位 は ゲージ 圧力 をい う。 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 

る。 

JISB8240: 1986 冷凍 用 圧力容器の 構造 
JISB 8270: 1993 圧力容器 （基盤 規格） 

3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， 次に よる。 

a) 冷凍 装置 圧縮機， 凝縮 器， 受液 器， 蒸発 器， 配管な どに よって 冷凍 サイクル を 構成す る システムで， 
圧縮機 を 駆動す る 原動機， 冷媒を 制御す る 制御装置 を 含む 冷凍の ための 装置 一式。 ヒートポンプ 装置 
を 含む。 

b) 呼び 冷凍 能力 保安 上， 冷凍 装置の 大きさ を 判断す るた めの 基準と なる 数値。 

C) 冷媒 設備 冷凍 装置のう ち， 冷媒が 通り 圧力が かかる 部分。 冷媒の 圧力 を 受ける 潤滑油 系統 を 含む。 

d) 圧縮機 冷媒の 蒸気 を 圧縮す る 機械。 圧縮機と 一体と なった 部分 （密閉 圧縮機の ケー シン グ， 熱 交換 
器， 潤滑油 ポンプな ど） を 含む。 

e) 圧力容器 冷媒 設備のう ち， 次に よる もの。 

1) 容器 （受液 器， 液 分離 器， 油 分離 器な ど） 及び シェル 形 熱交換器 （多 管 式 交換器 を 含む。） であって， 
胴の 内径が 160mm を 超える もの。 

2) 二重 管 又は 単 管に よって 構成され る コイル 形 熱交換器であって， 冷媒 側の 内径が 160 mm を 超える 
もの。 

3) 内径 160 mm を 超える へ ッ ダを も つ 熱交換器。 

4) 容器 及び シェル 形 熱交換器であって， 胴の 内径が 160 mm 以下で， 冷媒側 内容 積が 0.015 ni 3 を 超え 

る もの。 
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5) 積 層 形， プレート 形 及び ロール ボンド 形の 熱交換器， その他 これに 類す る ものであって， その 冷媒 
側 内容 積が 0.015 m3 を 超える もの。 
配管 冷媒 設備のう ち， 各部 品 相互 間 を 連絡す る 管。 

8) バルブ 冷媒の 流量 • 圧力 を 制御す る 部品 又は 装置 （例えば， 止め 弁， 逆 止め 弁， 電磁 弁， 膨張 弁， 

圧力 調整 弁)。 

h) 安全装置 圧縮機の 吐出し 側圧 力 力 堀定の 圧力に 達した とき， 圧力 を 直接 検 知して 圧縮機の 運転 を 停 
止す る 高圧 遮断 装置 及び 規定の 圧力 を 超えた 過剰な 圧力 を 自動的に 解放す る 圧力 逃がし 装置 (例えば， 
安全弁， 溶 栓)。 

i) 高圧 部 冷媒 設備のう ち， 圧縮機の 作用に よる 凝縮 圧力 を 受ける 部分。 ただし， 次に よる もの を 除く。 

1) 高圧 部 を 内蔵 し た 密閉 形 圧縮機で あつ て 低圧 部の 圧力 を 受け る 部分。 

2) 自動 膨張 弁。 ただし， ヒートポンプ 用な どで 膨張 弁の 二次 側に 高圧 部 圧力が かかる もの は 高圧 部と 

する。 

j) 低圧 部 冷媒 設備のう ち， 高圧 部 以外の 部分。 二 段 圧縮の 中間 圧力の かかる 部分 を 含む。 

k) 設計 圧力 冷凍 装置の 設計に おいて， その 冷媒 設備の 各部 分の 圧力に 対する 強さ 又は 厚さ を 決定す る 

ときに 用いる 圧力で， この 規格の 基準と なる ゲージ 圧力。 
I) 燃焼 装置 ガス， 油な ど を 燃焼す る 装置。 通常の 使用 状態に おける 表面 温度が 400 で 以上の 発熱 体 を 

含む。 

ni) 発熱 装置 通常の 使用 状態に おける 表面 温度が 400 で 未満の 発熱 体， 内燃機関， 除霜 用 電熱器， クラ 
ンク ケース ヒータ 及び これに 準じる もの。 



4. 呼び 冷凍 能力 呼び 冷凍 能力の 算定 基準 は， 次に よる。 

13 900 V 



に 



3.6 C 



(1) 



R ： 呼び 冷凍 能力 （W) 
V ： 標準 回転 速度に おける 1 時間 当たりの ピストン 押しの 
け 量 （nWh) 

二 段 圧縮機に よる 場合 

y =\/, ゾ +0.08V ム 

Vh ： 高段 側の 気筒の 1 時間 当た りの ピストン 押しの け 量 （m 3 /h) 
Vl ： 低 段 側の 気筒の 1 時間 当た りの ピスト ン押 しのけ 量 （m 3 /h) 
C ： 冷媒の 種類に 応じて， それぞれ 次の 定数に よる。 
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表 1 冷媒の 種類に よる C 値 



冷媒の 種類 


C 


R134a 


14.4 


R22 


8.5 


その他 


】 3900 
0,75(/z" - / z わ） 



Va ： 温度 一 15 でに おける 冷媒の 乾き 飽和 蒸 
気 （非 共 沸 混合 ガスに あって は， 露点 

の 蒸気） の 比?^ 積 （nWkg) 



ha ： 温度 一 15で における 冷媒の 乾き 飽 

和 蒸気 （非 共 沸 混合 ガスに あって 
は， 露点の 蒸気） の 比ェン タル ピー 

(kJ/kg) 

hb ： 凝縮 温度 30。C， 過 冷却 5。C のとき の 
冷媒 ガス の 過 冷却液 （非 共 沸 混合 ガ 
ス にあって は， 温度 25。C の 沸点の 
液） の 比ェン タル ピー （kJ/kg) 

5. 設計 EE 力の 設定 

5.1 設計 圧力 は， 冷媒 設備の 高圧 部 及び 低圧 部 ごとに 設定す る。 

5.2 冷媒 設備 を 構成す る 各部 品の 設計 圧力 は， 各部 品 を 用いて 組み立てた 冷媒 設備の 設計 圧力に 等しい 
力、， 又は それ以上の 圧力と する。 

5.3 高圧 部の 設計 圧力 値 は， 次のう ちい ずれ か 最も 高い 圧力 以上の 圧力と する。 

a) 通常の 運転 状態 中に 予想 される 当該 冷媒 ガス の 最高 使用 圧力 

b) 停止 中に 予想され る 最高 温度に よって 生じる 当該 冷媒 ガスの 圧力 

C) 当該 冷媒 ガスの 43で の 飽和 圧力 （非 共 沸 混合 ガスに あって は， 43\： の 沸点の 液 圧力） 
5.4 低圧 部の 設計 圧力 値 は， 次の う ちいず れか最 も 高い 圧力 以上の 圧力 とする。 

a) 通常の 運転 状態 中に 予想され る 当該 冷媒 ガスの 最高 使用 圧力 

b) 停止 中 に 予想 される 最高 温度に よって 生じる 当該 冷媒 ガス の 圧力 

C) 当該 冷媒 ガスの の 飽和 圧力 （非 共 沸 混合 ガスに あって は， 38 での 沸点の 液 圧力） 

6。 材料 

6。1 材料 冷媒 設備に 用いる 金属 材料 は， JIS B 8240 の 表 3〜5 の 材料 欄に 規定す る 材料 及び JIS B 8270 

の 付表 2.1 及び 付表 2.2 の 材料 欄に 規定す る 材料 （以下， 規格 材料と いう。） 又は 用途に 応じ これと 同等 以 

上の 性質 を もつ こと を， 冷媒 設備 製造業 者が 材料 製造業 者な どと 協議のう え 確認した 材料 （以下， 確認 材 
料と いう。） を 使用す る。 

a) 規格 材料 は， JIS B 8240 の 表 3〜5 及び JIS B 8270 の 付表 2.1 及び 付表 2.2 に 規定 し た 許容 引 張 応力 値 

に 対す る 温度 範囲 を 超えて 使用して はならない。 た だ し ， 最低 使用 温度に お け る 使用 圧力 が 設計 圧力 
の 1/2.5 以下の 圧力 と なる 場合に は， JISB8240 の 表 6 に 規定した 最低 許容 温度の 範囲 内で 使用す る こ 

と 力まで、 きる。 

b) 確認 材料 は， 冷媒 設備の 圧力， 温度な ど 使用 条件に 応じ， 十分 使用に 耐え， 適切で あると 確認した 範 
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囲 内で 使用す る。 

6.2 使用 制限 冷媒 設備に 用いる 金属 材料の 使用 は， 次に よる。 

a) 材料 は， 冷媒， 潤滑油 又は これらの 混合物に よって 劣化し ない ものと する。 

b) 20/o を 超え る マ グネシ ゥ ムを 含有 した アルミ 二 ゥム合 金を使 用 して はならない。 

C) 常時 水に 触れる 部分に は， 純度が 99,70/0 未満の アルミニウム を 使用して はならない。 ただし， 適切な 

耐食 処理 を 施した 場合 は， この 限りで ない。 
d) 炭素鋼 鋼材 又は 低 合金 鋼材で 0.35% を 超える 炭素 を 含有して いるもの は， 溶接 構造に 使用して はなら 

ない。 

7. 冷媒 設備の 各部の 強さ 

7.1 3.e) に 規定す る 圧力容器の 強さ は， 次の いずれ かによ る。 

a) JISB 8240 によって 設計し， これらに 適合した もの。 

b) 7.5 の 規定に 適合す る もの。 この場合 確認 圧力 は 設計 圧力の 5 倍 以上と する。 ただし， 3.6)4) 及び 5) 
に 規定す る 圧力容器の 確認 圧力 は 設計 圧力 の 3 倍 以上と する。 

7.2 圧縮機， 冷媒 ポンプ 及び 弁の 強さ は， 7.5 の 規定に 適合した ものと する。 この場合 確認 圧力 は 設計 圧 
力の 3 倍 以上と する。 ただし， ダイヤ フラム， ベ ローズな どの 可とう 部分の 確認 圧力 は， 設計 圧力の 1.5 
倍 以上と する。 

7.3 3. e) に 規定す る 圧力容器 以外の 容器 • 熱交換器の 強さ は， 次に よる。 

7.5 に 適合した もの。 この場合 確認 圧力 は 設計 圧力の 3 倍 以上と する。 ただし， 設計 圧力が 3.3 MPa 以下 
で 外径が m mm 以下の 銅 管で 構成され， 管の 呼び 厚さが 0.4 mm 以上の 伝 熱 管 は 7.5 の 実施 を 省略しても 
よい。 この場合， 伝 熱 管 以外の 部分に ついては JISB8240 によって 設計し， これに 適合した ものと する。 
7.4 配管の 強さ は， 次の いずれ かによ る。 

a) JIS B 8240 の 4.4.9 (管の 強さ） によって 設計し， これに 適合した もの。 

b) 7,5 に 適合した もの。 この場合 確認 圧力 は 設計 圧力の 3 倍 以上と する。 ただし， 可とう 管の 確認 圧力 は， 
設計 圧力の 】. 5 倍 以上と する。 

7.5 設計 強度の 確認 設計 強度の 確認 は， 次に よる。 

a) 被 確認 品 は， この 設計で 製造され たものと 同一の 形状， 寸法， 厚さ， 材質 及び 製造 方法で 製造され た 
ものと する。 

b) 被 確認 品に 常温の 液体 を 満た し， 空気 を 完全に 排除した 後， 確認 圧力まで 徐々 に 加圧し， 確認 圧力 を 

1 分 間 以上 保たなければ ならない。 
C) 被 確認 品の 破壊 又は 漏れが あって はならない。 ただし， ガスケット 部 及び メカニカル シール 部の 漏れ 

が 設計 圧力 を 超えて 発生した 場合 は， 強度の 確認 上の 漏れと みなさない。 また， 胴 又は 管の 内部に 収 

め ら れた 外径 26 mm 以下の 管が 設計 圧力の 2 倍 以上の 外圧で 管の 変形が 生 じ た 場合 は， 強度の 確認 上 

の 破壊と みなき ない。 
d) 実施した 被 確認 品 は， 実用に 供して はならない。 

8. 安全装置 

8.1 高圧 遮断 装置 

8.1.1 高圧 遮断 装置の 取 付け 冷媒 設備に は， 圧縮機の 吐出し 側圧 カを検 知で きる 位置に 高圧 遮断 装置 を 

取り付ける。 
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8.1.2 高圧 遮断 装置の 作動 圧力の 設定 高圧 遮断 装置の 作動 圧力の 設定 は， 次に よる。 

a) 高圧 遮断 装置 は， 冷媒 設備の 設計 圧力 以下で 作動し なければ ならない。 

b) 高圧 遮断 装置 は， 圧力 逃がし 装置の 作動 圧力 以下で 作動し なければ ならない。 

8.1.3 高圧 遮断 装置の 作動 高圧 遮断 装置 は， 手動 復帰 式と する。 ただし， 運転 及び 停止が 自動的に 行わ 

れても 設計 圧力 以上に 圧力が 上昇し ない 構造で ある 場合 は， 自動 復帰 式で もよ い。 

8.1.4 高圧 遮断 装置の 省略 次の a) 又は b) の 基準に よって， 高圧 遮断 装置の 取 付け を 省略しても よい。 

a) 2 台 以上の 圧縮機の 吐出し 管が 共通で ある 場合 は， 高圧 遮断 装置 を 共用す る ことができる。 

b) 冷媒 封入 量が 9 kg 以下の 空冷式 冷凍 装置 は， 標準 冷却 （冷房， 冷凍） 温度 条件で， 電源の 定格 電圧 • 
定格 周波数 （50/60 Hz 共用の 場合 は 60 Hz) で 運転し， 凝縮 器用 送風機 を 強制的に 停止 させた とき， 
設計 圧力の 1.5 倍 以下の 圧力 を 維持で きる 場合 は， 高圧 遮断 装置の 取 付け を 省略で きる。 この場合， 
次の 1)， 2) いずれ かの 条件に よって， 設計 圧力の 1.5 倍 以下の 圧力 を 維持で きる 場合 も 高圧 遮断 装置 
の 取 付け を 省略で きる。 

1) 温度， 電流， 過 負荷 リレーな どの 保護 装置が 作動 するとき。 

2) 圧縮機に 内蔵 安全弁 を もって いるもの。 
8.2 圧力 逃がし 装置 

8.2.1 圧力 逃がし 装置の 取 付け 圧力 逃がし 装置の 取 付け は， 次に よる。 

a) 冷媒 設備の 高圧 部の 圧力容器 のうち， シェル 形 凝縮 器 及び 受液 器に 安全弁 を 取り付けなければ ならな 
い。 た だ し ， 内容 積が 0,5 m 3 未満の シ ヱ ル形 凝縮 器 及び 受液器 に は 溶栓を もって 代える こと がで き る 。 

b) シヱル 形 凝縮 器 及び 受液器 を 連絡 するとき は， 次の 1)， 2) の 基準に よって， いずれ か 一方の 圧力 逃が 
し 装置 を 省略す る ことができる。 

1) 相互の 連絡 管 は 止め 弁が なく， 力、 つ， 省略しょう とする 圧力 逃がし 装置の 口径より 大きくなければ 
ならない。 

2) 残すべき 圧力 逃がし 装置の 口径 は， 8.2.3b) に 規定す る 計算 式に よって 求められる 口径 以上と する。 
C) 圧力容器 となる シェル 形 凝縮 器 又は 受液器 を もたない 冷媒 設備の 高圧 部に は， 少なく とも-一つ 以上の 

圧力 逃がし 装置 を 取り付けなければ ならない。 ただし， 冷媒 封入 量が 4.5 kg 以下の 空冷式 冷凍 装置で 
は， 圧力 逃がし 装置 を 省略で きる。 
8.2.2 圧力 逃がし 装置の 作動 圧力の 設定 圧力 逃がし 装置の 作動 圧力の 設定 は， 次に よる。 

a) 安全弁の 設定 圧力 は， 安全弁 を 取り付ける 冷媒 設備の 設計 圧力 以下と し， その 作動 圧力 は， 設定 圧力 
以上で 吹き始め， 設定 圧力の 1.15 倍 以下で 吹き出さなければ ならない。 

b) 溶栓の 溶融 温度 は 75 で 以下 又は 冷媒 設備の 設計 圧力に 1.5 倍に 相当す る 使用 冷媒の 飽和 温度 以下 と す 
る。 

8.2.3 シェル 形 凝縮 器 及び 受液 器に 取り付ける 圧力 逃がし 装置の 口径 シュル 形 凝縮 器 及び 受液 器に 取 

り 付ける 圧力 逃がし 装置の 口径 は， 次に よる。 
a) 安全弁の 口径 は， 次の 算式 によって 得られる 値 以上と する。 



も 二 Cy^D L 



D 
L 



安全弁の 最小 口径 （mm) 

シェル 形 凝縮 器 又は 受液 器の 外径 （m) 

シヱル 形 凝縮 器 又は 受液 器の 長さ （m) 
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G ： 次の 表に 掲げる 定数 又は 次の 算式 によって 得られた 値 

表 2 冷媒の 種類に よる 定数 (：3 



冷媒の 種類 


C3 の 値 


高圧 部 


低圧 部 


R134a 


7.9 


9.4 


R22 


8.0 


11.0 



(C3 の算 式） • 

その他の 冷媒 ガスの 高圧 部 及び 低圧 部 は， 各々 次の 算式 によって 得られた 値と する。 

C3 = 359 —— ？ ~7= (3) 
ャ' r' 批 

ここに， P ： 許容 圧力 （MPa) 

r ： 冷媒 ガスの 許容 圧力に おける 蒸発 潜熱 （kJ/kg) 
M ： 分子量 （2 種類 以上の ガス を 混合した ガス を冷媒 ガスと する 
場合に あって は， 各 成分 ガス ごとに， 当該 ガスの 分子量に 
当該 ガス のモ ル分率 を 乗じて 得られる 値の 和と する。） 

備考 2 以上の 容器が 連絡され ている 場合の 共通の 安全弁の 口径 は 上の 式の Z)./^ の 値に 各々 の 容器 

の z^ の合計値を代入 し て計算す る 。 

b) 溶栓の 口径 は， a) で 算出した 安全弁の 口径の 1/2 以上と する。 

8.2.4 シェル 形 凝縮 器， 受液器 を もたない 冷媒 設備に 取り付ける 圧力 逃がし 装置の 口径 シェル 形 凝縮 器 

又は 受液器 を もたない 冷媒 設備に 取り付ける 圧力 逃がし 装置の 口径 は， 次に よる。 

a) 安全弁の 口径 は 5mm 以上と する。 

b) 溶栓の 口径 は， 冷媒 封入 量 4.5 kg を 超える 場合 2.5 mm 以上， 4.5 kg 以下の 場合 1.5 mm 以上と する。 

9. 燃焼 装置 • 発熱 装置 冷媒 設備と 燃焼 装置 又は 発熱 装置が 一体に 組み立てられた 冷凍 装置 は， 燃焼 装 
置が 最大 燃焼 状態に， 又は 発熱 装置が 最大 発熱 状態に したと き， 冷媒 設備が その 熱の 影響 を 受けても， 冷 
媒 設備 内の 平衡 圧力が その 冷媒 設備の 設計 圧力 以下で なければ ならない。 

冷媒 設備 内の 平衡 圧力 を その 冷媒 設備の 設計 圧力 以下に 維持させる ため， 燃焼 装置 又は 発熱 装置の 発熱 
量 を 選定す る 力、， 設計 圧力 を 超えない よう， 燃焼 装置 又は 発熱 装置 を 停止させる 措置 を 講じる。 

10， 冷媒 設備 各部の 耐圧， 気密 性能 冷媒 設備 各部 は， 表 3 に 定める 区分に よって 11. を 実施す る ことで 耐 

圧， 気密 性能 を もたなければ ならない。 
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表 3 冷媒 設備 各部の 圧力 試験 



^^^^^^ 圧力 試験 
冷媒 設備 各部の i^cr-^^"-"^^ 


耐压 試験 乂は 強度 試験 


気密 試験 


a) 圧力容器 


〇 


〇 


b) 圧縮機， 冷媒 ポンプ 


〇 


〇 


C) 容器， 熱交換器 




〇 


d) 配管， 弁 




〇 


e) 組立 完了した 冷媒 設備 




〇 



備考 1. 組立 完了した 冷媒 設備の 気密 試験に よって 部品 個々 の 気密 試験 を 兼用で 
きる 場合 は， 部品 ffl 々の 気密 試験 は 必ずしも 必要と しない。 

2. 試験 記録 は 7 年間 保存す る。 



11. 圧力 試験 

11.1 耐圧 試験 耐圧 試験 は， 当該 製品の 単体 組立 品 又は その 部品の 全数に ついて 行う。 

a) 試験 圧力 は， 当該 製品の 設計 圧力の 1.5 倍 以上の 圧力と する。 

b) 試験 は 被 試験 品に 常温の 液体 を 満たし， 空気 を 完全に 排除した 後， 試験 圧力まで 徐々 に 加圧し， 試験 
圧力 を 1 分 間 以上 保たなければ ならない。 

被 試験 品に 破壊， 漏れ 又は 異常な 変形がない こと を 確かめる。 ただし， ガスケット 又は メカ 二 カルシ 

ール 部分の 耐圧 性能 を 損なわない 程度の 微少の 漏れが 設計 圧力 以上で 発生した 場合 は， 耐圧 試験 上の 
漏れと はみ なさない。 

d) 耐圧 試験 を 気体で 行う 場合 は， 空気 又は 不活性ガス を 用い， 試験 を 安全に 実施で きる よう 防護の 措置 
を 講じた うえ 実施す る。 

なお， この場合， 気体で 耐圧 試験に 合格した 被 試験 品 は， 気密 試験に 合格した ものと みなす。 

11.2 強度 試験 その 製品の 製造 工場で 製造 上の 品質管理が 適切で， 均一した 品物が 製造で きる 場合に は， 
工程 中 か ら 任意に 抜き取つ た サン プルで， 次の 条件に よ つて 強度 試験 を 行 うこと がで き る 。 

a) 被 試験 品 は 同一の 製造 工場に おいて 同 - の 製造 ロットと して 製造され た 同一の 形状， 寸法， 厚さ， 材 
料 及び 製造 方法で 生産され たもの のうちから 抜き取る。 強度に 関係ない 変更 又は 強度に 影響がない 附 
属 品の 有無 は 同一 ロッ トの 製品と みなす。 

b) 検査 ロッ トは 3 か 月に 1 個 以上 抜き取る か， 又は 次の 数量 ごとに 1 個 以上の いずれ か を 選択して 行う。 

7.1 の 規定の もの 1000 個 
7.2 の 規定の もの 3 000 個 
C) 試験 圧力 は， 設計 圧力の 3 倍 以上の 圧力と する。 

d) 試験 は 被 試験 品に 常温の 液体 を 満たし， 空気 を 完全に 排除した 後， 試験 圧力まで 徐々 に 加圧し， 試験 
圧力 を 1 分 間 以上 保たなければ ならない。 試験 を 安全に 実施で き るよう 防護の 措置 を 講じた う え 実施す る。 

e) 被 試験 品の 破壊 又は 漏れが あって はならない。 ただし， ガケ スット 又は メカニカル シール 部分の 漏れ 
が 設計 圧力 を 超えて 発生した 場合 は， 強度 試験 上の 漏れと はみ なさない。 また， 胴 又は 管の 内部に 収 
め ら れた 外径 26 mm 以下の 管が 設計 圧力の 2 倍 以上の 外圧での 管の 変形 は， 強度 試験 上の 破壊 と みな 
さない。 

f) 強度 試験に 合格した ロットに おける 製品 は， 耐圧 試験 を 省略で きる。 

g) 試験 を 実施した 被 試験 品 は， 実用に 供して はならない。 

11.3 気密 試験 気密 試験 は， その 製品の 単体 組立 品 及び 組立 を 完了した 冷媒 設備の 全数に ついて 行う。 
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a) 試験 圧力 は， その 製品の 設計 圧力 以上と する。 

b) 試験 は 被 試験 品に 空気 又は 不活性ガス を徐々 に 加圧し， 試験 圧力に 保った 後 水中に 入れる か 又は 外部に 発 
泡 液 を 塗布し， 泡の 発生が あって はならない。 又は ガス 漏 ti;f^ 知 器に よって， 漏れがない こと を 確かめる。 

C) 配管 接続 呼び 径が 20 mm 未満の 冷媒 設備に おいて， 当該 設備に 係る 圧縮機， 圧力容器， コイル 形 熱 交 

換器 などが 個別に 気密 試験 を 実施 合格した 場合の 配管 部 及び 接続 部の 気密 試験 は， 当該 冷媒の 2(rc に 
おける 飽和 圧力 以上の 圧力で， 外部に 発泡 液 を 塗布し， 泡の 発生が あって はならない， 又は ガス 漏れ 
検知 器に よって， 漏れがない こと を 確かめる。 

12. 表示 

12.1 冷凍 装置に は， 本体の 見やす い 位置に， 次に 規定す る 事項 を 刻印， 銘板な どで 表示し なければ なら 
ない。 

a) 製造業 者 名 又は その 略号 

b) 製造番号 又は 製造 年月 

C) 冷媒名 及び 充てん （填） 量 

d) 設計 圧力 （リ [高圧 部 （2)， 低圧 部 （3)] 
注 ('） 設計 圧力 は D? と 表示しても よい。 

(2) 高圧 部 は， H と 表示しても よい。 

(3) 低圧 部 は， L と 表示しても よい。 

12.2 圧縮機に は， 本体の 見やす い 位置に， 次に 規定す る 事項 を 刻印， 銘板な どで 表示し なければ ならな 
い。 ただし， 冷凍 装置 製造業 者が 圧縮機 製造業 者と 協議のう え， 特に 表示す る 必要がない と 認めた 事項 は 
省略しても よい。 

a) 製造業 者 名 又は その 略号 

b) 製造番号 又は 製造 年月 

C) 冷媒名 

d) 設計 圧力 （'） [高圧 部 （2)， 低圧 部 （3)] 

12.3 圧力容器に は， 本体の 見やす い 位置に， 次に 規定す る 事項 を 刻印， 銘板な どで 表示し なければ なら 
ない。 ただし， 冷凍 装置 製造業 者が 圧力容器 製造業 者と 協議のう え， 特に 表示す る 必要がない と 認めた 事 
項 は 省略しても よい。 

a) 製造業 者 名 又は その 略号 

b) 製造番号 又は 製造 年月 
冷媒名 

d) 設計 圧力 （'） 

12.4 高圧 遮断 装置に は， 次に 規定す る 事項 を 刻印， 銘板な どで 表示し なければ ならない。 

a) 製造業 者 名 又は その 略号 

b) 製造番号 又は 製造 年月 
作動 圧力 

12.5 安全弁に は， 次に 規定す る 事項 を 刻印， 銘板な どで 表示し なければ ならない。 

a) 製造業 者 名 又は その 略号 

b) 製造番号 又は 製造 年月 
C) 設定 圧力 
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小形 冷凍 装置の 安全 基準 
解 説 



この 解説 は， 本体に 規定した 事柄， 及び これに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行 する もので あり， この 解説に 関する 問い合わせ は， 財 
団 法人 日 本 規格 協会に ご連絡 ください。 

I . まえがき この 規格 は 1982 年に， 当時の 高圧 ガス 取締法の 適用 範囲 外で ある 冷凍 能力 3 卜 ン 未満の 
小形 冷凍 装置に ついて， 自主 保安の 立場から 保安の 確立に 必要な， 設計 圧力， 材料， 設計 強度の 確認， 耐 
圧 及び 気密の 圧力 試験， 安全装置 などに ついて 基準 を 制定した。 また， 1994 年の 見直しに 際して は， 使用 
する 単位 を 国際 単位 系 （SI) に 改める とともに， 規格 票の 様式 を 改める 形式的な 改正 を 行った。 

その後， 特定 フロンの 製造 停止に よる HFC 冷媒 への 転換 並びに 法改正に ともない， 高圧 ガス 保安 法 及び 
冷凍 保安 規則に おける 適用 除外の 冷凍 装置 は， 冷凍 能力 5 トン 未満の 不活性の フル ォロ カーボン 冷媒 ガス 
を 用いた ものに 改正され た。 そこで， 特定 フロン 全廃な どの 環境の 変化 並びに 改正され た 高圧 ガス 保安 法 

との 整合性の 確保 を 図る こと を 目的と して， 工業技術 院 より 委託 を 受け， 改正 原案 作成 委員会 を 社団法人 
冷凍 空調 工業 会に 設置し， この 規格の 見直し を 行い， 2002 年 3 月の 産業機械 技術 専門 委員会の 議決 を 経て 
改正した。 

II. 今回の 見直しに おける 主な 改正 点 及び 審議 中 問題に なった 事項 

1. 適用 範囲 改正され た 高圧 ガス 保安 法に 整合 させて， 適用 範囲の 呼び 冷凍 能力 を 767 W 以上， 19.31CW 

未満と した。 

なお，" 不燃性 かつ 非 毒性の 冷媒" を "不活性ガス を冷媒 として" とする 改正 提案が 提出され たが， 高圧 
ガス 保安 法に おける 冷媒 としての "不活性ガス" の 定義 を 議論す るに は 今後の 新しい 冷媒を 考慮す る 上で 
種々 の 問題が あり， 時間 を 要する ので 現行のと おりと した。 ' 

2. 引用 規格 備考 及び 本体 中の 引用 規格 は， JISZ8301 (規格 票の 様式） に 基づき 規格 番号の 後に 制定 
年 を 明示した。 また， JISD1618 (自動車 用 エアコンディショナー 試験 方法） の 規格 は 廃止されたので， 
引用 規格から 削除した。 

4. 呼び 冷凍 能力 改正され た 冷凍 保安 規則 及び 同 例示 基準に 整合 させて， 表 1 に 示されて いた 特定 フロ 
ンは 削除し， 新しい 冷媒 についての 算定 基準に 改正した。 

なお， 冷凍 保安 規則で は 1 冷凍 トン を 13900 kJ/h と 規定して いる。 

5. 設計 圧力の 設定 新しい 冷媒に 対応す るよう に 冷凍 保安 規則 及び 同 関係 例示 基準に 整合 させて， 5.3 
の 規定 内容の 変更 及 び 5.4 の 規定 を 新規 項 目と して 全面 的 に 変更した。 

6. 材料 旧 規定で は， 材料の 使用 条件と 使用 制限の 項目が 混在して いたた め， 新しく 項目 を 設けて 明確 

にした。 

7. 冷媒 設備の 各部の 強さ 新しい 冷媒に 対応す るた め "配管の 強さ" の 規定 を 改正した。 
なお， 配管の 強さ は JISB86()7 (冷媒 用 フレア 及びろう 付け 管 継 手） によって いる。 

解 1 
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8. 安全装置 

8.1.4 高圧 遮断 装置の 省略 旧 規定の 表現が 不明確で あるた め， また， 諸外国から 輸入され る 圧縮機で は 
標準と なって いる 部位 を 考慮して， 新たな 規定 項目 を 設けた。 

8.2.1 圧力 逃がし 装置の 取 付け こ の 規格の 適用 範囲の 冷凍 装置で は， 内容 積 250 L 未満の シ ェ ル形 凝縮 

器 及び 受液器 は 存在 しないので， 0.5 m 3 未満と した。 

8.2.2 圧力 逃がし 装置の 作動 圧力の 設定 新しい 冷媒の 場合 を 考慮し， 冷凍 装置の 使用 実態 を 踏まえて， 
冷媒 の 臨界 温度 を 超え て 使用 する こと はない ので， ただし 書きの 項 は 削 除した。 

8.2.4 シェル 形 凝縮 器， 受液器 を もたない 冷媒 設備に 取り付ける 圧力 逃がし 装置の 口径 新しい 冷 媒に対 

応 できる ように 高圧 ガス 保安 法， 冷凍 保安 規則， 冷凍 保安 規則 関係 例示 基準が 改正され たので， 全面的に 
改正した。 

10. 冷媒 設備 各部の 耐圧， 気密 性能 本体 表 3 の 備考 2. の 試験 記録 は， 旧 規定の 3 年 以上 保存 を， 3 年以 

上 無制限に 保存 義務が 生 じ て は 省力化 さ れな いので， 7 年間 と 期限 付 きとした。 

11. 圧力 試験 耐圧 試験 及び 気密 試験に おいて， "不燃性 ガス" を， 試験 用 加圧 ガスと して 広く 認められて 
いるもの を 使用で きる ように "不活性ガス" に 変更した。 

III. 旧規 格 制定 時の 解説に おける 必要事 項 旧規 格の 制定 時の 解説 を 参考と して 再録し， 参考に 供したい。 

1. 適用 範囲 この 基準 は， 日本の 法の 基準で ある "呼び 冷凍 能力" による ことと し， 3 冷凍 トン 未満 • 

0.2 冷凍 ト ン 以上 を 適用 範囲と した。 下限の 0.2 冷凍 ト ンは 700 万 台の 冷凍 装置の 大部分 を 含める ものに 対 

する ためで ある。 

小形 冷凍 装置の 範囲と して， ISO (R-1662) などで も 審議 中で ある。 入力， 冷媒の 量， 圧力容器の 大き 
さな どに よって 区分す る 案が 各国から 提出され 検討され ている。 今後の 推移 を 見ながら 検討す る 課題で あ 

る。 

冷媒を 不燃性， 非 毒性に 限定した の は， 小形 冷凍 装置の 定義に 含まれる ほとんどが この 区分の 冷 媒を使 
用して いる ことと， なお 可燃性， 毒性の 冷媒を 使用す る 場合に は， それぞれ 特別の 指定 項目が 追加され 複 
雑な 基準 と な り 運用 上の 混乱が 多 くなる という 意見が 強 く 特殊な 冷凍 装置 と 同様に こ の 基準 と 別 に 考え る 
ことにした。 

2. 用語の 意味 圧力容器の 区分と して 胴の 内径 160mm を 採用した。 ISO (R-1662) では 150 mm を 提案 

している 国が 多く ASME の 6 inch の 例 も あり 意見が 分かれた 。 ISO が 最終 決定で な いこと と 法律上の 区分 
が 160 mm である こと な ど を 検討 し た う えで ISO が 決定 したと き 再考す る ことにして 160 mm に し た。 
圧力容器の 分類 は 解説 図 1 に 示し， それぞれの 代表例 を 解説 図 2〜9 に 示す。 



解 2 
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〇 15 

― 内容 積 L 

解説 図 1 圧力容器の 分類 

I 冷媒 ガス 入口 




，「 冷却水 入口 
冷媒 ガス 出口 1^ 

a) 単 管 式 熱交換器 b) 2 重 管 式 熱交換器 

解説 図 2 コイル 形 熱交換器 




解説 図 4 油 分離 器 




d) の 圧力容器 
e ) の 圧力容器 



胴の 内径 



器 器 器、 

容 容 容 、 

力 力 力、 

圧 圧 圧、 
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解 3 
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解説 図 



プレート 形 熱交換器 



解 4 



冷媒 ガス 出口 

均 圧— [1 
冷媒液 入口— □ 





解説 図 5 シェル 形 熱交換器 



冷媒側 




A- A 

解説 図 6 多 管 式 コイル 形 熱交換器 




著作権法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止 さ れて おります。 



解説 図 8 ロール ボンド 形 熱交換器 




解説 図 9 積 層 形 熱交換器 

解 5 

著作権法 により 無断での 複製， 転載 等は禁 されて おります。 



14 

B 8620 ： 2002 解説 

4. 設計 圧力の 設定 通常の 運転と は， 高圧 遮断 装置の 動作 を させない 範囲の 運転 をい う。 高圧 遮断 装置 
の 動作 し た 場合に は， 断水 や 凝縮 器用 送風機の 異常， 清掃 を し なければ な ら ない フィ ルタゃ 熱交換器の 汚 
れが 発生す るな ど， 高圧 上昇の 原因になる 要因が ある わけで， 修理 又は 基本 運転 条件 （通 水 忘れ， 製品 力 
バーの 外し 忘れな ど） の 点検が 必要になる。 また， --部の 空冷 機種に は 高圧 遮断 装 霄 のない （省略で きる） 
ものが ある。 この場合 も 同じ 考え方で 通常の 運転の 範囲 を 定めて ほしい。 ファン ロックな どの 修理の 必要 
な 故障が 発生 し た 場合， 圧力が 短時間で 上昇し， 耐圧 試験 圧力に 近づ く が、 それ 以下に 維持す るよう 別な 
保護 装置が 作動す る 方法 を と る 必要が ある。 

修理， 点検 を 必要と しないで 運転す る 範囲が すべて 通常 運転す る 範囲と して 設計 圧力 を 定める こ ととし 
た。 

6. 冷媒 設備の 各部の 強さ 小形 冷凍 装置の 冷媒 設備の 各部の ほとんどの もの は， その 強度 を 計算 式に よ 

つて 求められ るよう な 単純な 形状 • 大きさで はない ので， 強さの 決定 は 専ら 実 試料に よる 設計 強度の 確認 
による ことにした。 

内径が 160 mm を 超える 圧力容器に ついては， 原則と して JIS B 8240 (冷凍 用 圧力容器の 構造） による 
ことが 望ましい。 設計 強度の 確認に よる 場合 は 確認 圧力 を 設計 圧力の 5 倍 以上と した。 

内径が 160 mm を 超える 圧力容器 以外の もの は 我が国の 冷凍 業界の 永年の 実績と， 米国 "ASHRAE 
STANDARD 15-70 SAFETY CODE FOR MECHANICAL REFRINGERATION" を 参考に し て 設計 強度の 確認 

圧力 を 設計 圧力の 3 倍 以上と した。 可とう （橈） 管な ど は， 機能 を 殺して しまわな いよう 確認 圧力 を 設計 
圧力の 1.5 倍 以上と した。 

表 2 において 製品 内と いうの は 配管 部分が 製品の 外 觳ケー シ ン グ内 にあり， 冷凍 装置の 施設な ど におい 
て 外傷 を 受ける おそれの ない 場合 をい う。 露出して いる 配管， 施設 時に 施工す る 配管な ど は 製品 外と した。 

7. 安全装置 安全装置 は， 圧力の 異常 上昇から 冷凍 装置 を 保護し なければ ならない。 冷凍 装置が 運転 中 
に 何 ら かの 原因で 圧力が 上昇 し た 場合， 加圧 源で ある 圧縮機の 運転 を 停止す る ことによ つ て 圧力 上昇 を 防 
ぐ 装置と， 外部から 加熱され （例えば， 火災な どの 影響で） 圧力が 上昇し 圧縮機 を 停止して いても 圧力が 
上昇す る 場合に 冷凍 装置 内の 冷媒を 大気 中に 放出して 圧力の 上昇 をお さえる 装置が 必要で， 圧力 制限 装置 
と 圧力 逃がし 装置が 必要に な る 。 

高圧 遮断 装置 は， 設計 圧力の 範囲 内に 圧力 を 維持させる ことが 目的で ある。 高圧 遮断 装置の 設定 値は設 
計 圧力 以下に 定める。 

(1) 空冷式 冷凍 装置の 場合， 圧力が 異常に 上昇す る 原因の 大半が 凝縮 器用 送風機 系に 起因して いる。 
ASHRAE, UL などに 義務づけられ ている ファン ロック テスト はこの 場合の 安全性 を 定めて いる。 こ 
れに 準拠して 冷媒 保有 量 9kg 以下の 空冷式 冷凍 装置の 場合であって 温度， 電流， 過 負荷 リレーな どの 
保護 装置 を 設計 圧力の 1.5 倍 （耐圧 試験 圧力 相当） 以下で 動作 させ 異常 圧力 上昇 を 耐圧 試験 相当 圧力 
以下に 維持で きる 場合に 限り 高圧 遮断 装置の 省略 を 可と した。 テス ト 条件と して 周囲 温度， 電源 電圧， 
電源 周波数に よる 判断 誤差 を 少なく する ため 個々 の 冷凍 装置の 定格 試験 条件に 定める ことにした。 電 
圧の 変動 や 負荷の 変化 を 考えれば 被 試験 冷凍 装置に とって 一番 過酷な 条件で 定める べきとの 意:^ も 
出た が， 過酷な 条件の 選定 力 《機器に よって 異なる こと も あり， 安全率で 十分 カバーで きる として 定格 
条件で 判断す る ことにした。 

車 載 用 冷凍 装置に ついても 同様， 定格 条件で 凝縮 用 送風機 停止の 場合の 圧力 上昇 上限 を 規制す る こ 
とに した。 

(2) 圧力 逃がし 装置に ついては， 冷凍 装置の 外部から 異常 加熱 （火気， 火災な ど） された 場合の 異常 圧力 
上昇に 対する 安全 確保の 手段と して 考えて いる。 

解 6 
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安全弁， 溶检の 口径 は 加熱に よる 圧力 上昇 を 冷媒を 大気 中に 放出す る ことによって 圧力 を 下げる こ 
と がで きる 十分な 大きさ が 必要で ある 。 3 冷凍 ト ン 以上の 体系 を そのまま 使用した。 

冷媒 設備 中に 圧力容器の 対象になる 容器 を もたない 場合， 口径 計算の 基礎と なる 諸元が 存在し ない 
ので， このような 冷媒 設備に ついての 口径の 下限 を 安全弁， 溶栓 について 定めた。 この 数値 は 3 冷凍 
トンに 近い 冷媒 設備の 圧力容器 を 想定し 得られる 数値と 15 L 相当の 圧力容器 を 想定し 得られる 数値 力、 
ら 求めた ものである。 



安全弁 口径 計算 




円筒形 容器 



D 二 0.1, 0.13， 0.16， 0.2, 0.25, 0.32, 0.39, 0.5 (m) 
L = 0.2， 0.3, 0.4， 0.5, 0.6, 0.8， 1 .0, 1.5, 2 (m) 
P = 20， 22, 24， 26， 28, 30 (kgf/cm') 
R 二 36 



上記の 計算 値 を 容器の 体積 別に 整理す る と 解説 図 10 に 示す よう に 分布す る, 



5 10 15 30 50 100 200 300 400 

容器の 体積 L 

解説 図 10 安全弁 口径と 容器の 体積 別 分布 

内容 積 15L を 超える 容器 を もたない 冷媒 設備に は， 口径 5 mm の 安全弁が あれば よい こ と と した。 

10. 圧力 試験 
10.1 耐压 試験 

(4) 耐圧 試験 を 気体で 行う 場合に は 不合格に よる 万一の 被害を受け ないよう に， 被 試験 品への 加圧 中 及び 
漏れの 確認 中 は 被 試験 品に 近接し なくても よい 方法 （例えば， 水中で 加圧 及び 確認 を 行う） を 採るな 
ど 安全 防護の 措置 を 考慮すべき である。 

解 7 
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10.2 強度 試験 製造 上の 品質管理が 適切で， 均一した 品物が 製造で きる 場合と は， 当該 部品 及び 資材の 
品質， 性能， 検査， 保管 及び 工程 管理， 設備 管理， 外注 管理な どが 社内 規格に 基づいて 適切に 実施され て 
いて 各種の 管理の 記録が 必要 期間 保存され ており， かつ， 品質管理の 推進に 有効に 活用され ている こと。 
10.3 気密 試験 気密 試験 は冷媒 設備に 保安 上， 品質 上の 有害な 欠陥が あるか どうか 判断す る 上で 有効な 
手段で ある。 毒性， 可燃性 ガス を 使用して いる 冷媒 設備で は ガスの 漏れる こと 力 噴 接 保安 上の 問題になる。 
非 毒性， 不燃性の ガスに 限定して いる 小形 冷凍 装置の 場合 は， 気密 試験 は 保安 上の 問題より 品質， 商品 性 
の 問題と なる。 

法規 上の 気密 試験 は 試験 圧力と 試験 方法が 示されて いるが， 漏れ 量に ついては 細かく 定めて いる。 水中 
発泡 法， 石けん 水な どの 気泡 判定で は 通常 200 g/ 年が 判定 限界と されて いる。 また， 圧力と 漏れ 量の 関係 
は 漏れ 量の 多い 領域で は 粘性 流 （圧力の 2 乗に 比例)， 少ない 領域で は 分子 流 （圧力と 1 次 比例） といわれ 
ている。 

気密 試験で 判定す る 漏れ 量 を 粘性 流と して 考えても， 規定 圧力の i で 測定す る 場合 は 測定 感度 を 4 倍に 
すれば 同等の 漏れ 量 を 発見で き る ことになる。 

ガス 漏れ 検知 器の 感度 はィ オン タイプ 0.2〜2 g/ 年， ヘリウム タイ プで 2〜90 mg/ 年 と 精度の 良い も の も 
あ る が, 安価で 最 も 普及して いる 放電 形で 1 0〜30 g/ 年の 感度が あ り， 管理し て 使用す る な ら 十分に 水中 発 
泡 法， 石けん 水な どの 気泡 判定 法と 同等に 使う ことができる。 

代表的な 冷媒の 設計 圧力 例と， 当該 冷媒の 20t: における 飽和 圧力との 比率 （検知 器の 感度 水準 を 定める 
ときの 参考と して） 





R12 


R22 


R502 


高圧 部 設計 圧力の 例 


9.5 (2.0) 


16 (1.9) 


17 (1.8) 




11 (2.3) 


19 (2.2) 


20 (2,1) 




13 (2.7) 


22 (2.6) 


23 (2.5) 




15 (3.19) 


25 (3.0) 


26 (2.8) 




16 (3.4) 


28 (3.3) 


29 (3.1) 


低圧 部 設計 圧力の 例 


8 (1.7) 


13 (1.6) 


14 (1.5) 


2(rC の 飽和 圧力 


4.7 


8.3 


9.2 



参考 （ ） 内 は 20。C の 飽和 压カ に対する 倍数 

例えば， 設計 圧力の + の 圧力 （20で の 飽和 圧力が） で 判定す る 
場合 は， 200 %>{^ =17.3 g/ 年 以上の 感度の ある 検知器 を 使用す る 
ことが 望ましい。 
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IV. 原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JISB8620 (小形 冷凍 装置の 安全 基準） 改正 原案 作成 委員会 構成 表 



(委員長) 
(委員） 



(事務局) 



所属 

元 東京 農工 大学 工学部 

工業技術 院 標準 部 機械 規格 課 

通商産業省 産業機械 課 

財団法人 日本規格協会 

社団法人 日本 冷凍 協会 

社団法人 日 本 冷凍 空調設備 工業 連合会 

社団法人 日本 電機 工業 会 

社団法人 フル ォ ロカ一 ボ ン 協会 

ダイ キン 工業 株式会社 汎用 空調 生産 本部 設計 部 

三洋 電機 株式会社 環境 システム 事業部 AC 事業 推進 部 

株式会社 東芝 空調 機器 部 

株式会社 東洋 製作所 装置 本部 品質保証 部 

株式会社 日 立 製作所 冷 熱 システム 設計 部 

三菱 重工業 株式会社 技術 部 応用 冷 機 ダル 一 プ 

三菱 電機 株式会社 品質保証 部 

社団法人 日 本 冷凍 空調 工業 会 



郎清誠 蔵 男 夫 明 子 次 夫 敏夫満 巳 博 俊 

次 美 

ば 金 修明幸 和 由 健 孝秀光 

氏 

口 間 嶋村坂 子 山 畑 名. 清 部 田 賀藤川 



秀 



須 

本 中 山 宮金神 小 辻 椎成岸 沢 蜂 伊佐 
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「★ 内容に ついての お 問合せ は， 撩準 部楝準 査课へ FAX [FAX (03)3405-5541 TEL (03)5770- 1 573 J 
で ご連絡く ださい。 

★ JIS 規格 票の 正 R 票 を 発行した 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

当 ta 会 発行の 月刊 K "標準化 ジャーナル" に， 正 ，鎮 の 内容 を掲截 いたします。 
なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正解 票が 発 fi^ された 場合， 自動的 

にお 送りいた します。 

★ J1S 瞧' おの ご注文 は， 及き' ^^£3 《力 ス夕 マーサー ビス a(TEL (03)3583-8002 FAX (03)3583-0462] 
又は 下 A3 の 当 協会 各 支部に おきましても ご注文 を 承って おります ので， お 申込みく ださい。 



J[S B 8620 
小形 冷凍 装置の 安全 基準 



平成 14 年 7 月： n 日 第 I « 発行 



mm 

発行 人 



坂 食 省 S 



発行所 

財団法人 日本規格協会 

T 107-8440 東京都 颶区赤 坂 4 丁目 1-24 



札 繞 支部 =f 060-0003 
章 北支 W 〒？ 8 000 14 
名 古 璽 支 節 〒46<M)008 
都 3 
T730-OOI I 
T76O-0O23 
T8 12-0025 



広 島 支 胡 
四 鬮支都 



钆ぉ ih '中央 「《北 3 条 曲： J 丁目 I 札繞: ^「《) 生命 ビル 内 
TI-;L (01 1 )7:6t-0045 hAX (01 1)221-4020 

仙お 巾'? ざ 本 町:！ 5-22 ぉ城敝 工事 会 « 内 

TEL (022)227-S3mitJl) FAX (022)266 0905 
IkH ： 02200-4-8166 

名 巾-中 I ざ^ 2 rU 6^1 白 川 ビル 別館 内 
TF, に (032)221^83 16(f 弋ぶ） FAX (052)203^806 

もポ ： tmm 2-2:QS ヌ 

大 fSitH'^lil ズ本町 3 J H 4-10 本: ATI^H オビ ル内 

THL (06)6261 -HOSfK f 弋 M J FA X (06)626 卜 9 H 4 

広J^ふlM，KM-町5-44 広 島 Hi' 丄会 i» 所 ビル 内 
Tlx (0»2)22 1 -7023.7035.7036 FAX (082)223*7568 

： 01340-9-9479 
高 松 市 舞 町 2 丁目 2-10 J PR 裹松 ビル 内 
TEL (087)821^785) FAX (087)S21 3261 
00 ： 01680-2-:V359 

Si 岡 市 W 多 区 店 町 卜： n (生 itraW ビル 内 

TEL (092)282-9080 FAX (092)2«2-9H8 
賺嘗 ： 01790"5-2 ほ: J2 
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